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業務委託契約書

委託者：　　　　　　　　　　　　(以下「甲」という）と受託者：　　　　　　　　　（以下「乙」という）とは、別紙物件目録に記載する借地権負担付土地（以下本件土地という）の売却等のための業務委託契約（以下本契約という）を下記の約定にて締結する。

記

第1条（目的）

甲は乙に対し、本件土地の売却のために必要とされる別紙1による委託業務事項書記載の業務（以下「委託業務」という）を委託する。

第2条（報酬）

甲は乙に対し、前条に定める委託業務の完成の報酬（以下「報酬」という）を別紙2による報酬支払書の記載通り支払う。

第3条（費用の負担）

業務委託を遂行するに要する費用は乙が負担する。

第4条（業務委託期間）

1.本件業務の委託期間（以下「委託期間」という）は、本日より平成　年　月　日までとし、乙は同期日までに委託業務を終了する。

2.乙は、委託期間内に委託業務を完了することができない正当な理由があると思慮する時は、甲に遅滞なくその理由を通知し、甲、乙協議の上委託期間を延長することができる。

第5条（受託者独立の原則）

1.乙は甲の支配を受けない独立の事業者として委託業務を遂行する他、本契約の履行に関して発生する一切の事項につき乙としての責に基づき処理しなければならない。

2.甲は、乙及び乙の使用人に対し、乙の契約上の業務の履行を求める他、指示、命令、勧告を含むいかなる支配もしない。

3.本契約締結時より業務委託終了時まで、乙の承諾なしに甲は本件土地の借地権者と交渉してはならない。

第6条（秘密保持）

　甲並びに乙は本契約により知り得た秘密を他人にもらしてはならない。

第7条（権利義務の承継等）

甲並びに乙は相手方の承諾なくして、本契約から生じる権利または義務を第三者に譲渡もしくは承継させてはならない。

第8条（代理受領）

乙が委託業務を遂行するに関して生じる売買代金等の金員は、甲の同意の下、甲に代わって乙が代理受領できるものとし、業務委託完了時に遅滞なく、受領した金員を甲に引き渡す。

第9条（契約解除）

甲及び乙が本契約の各条項に違反し、相当の期間を定めて催告しても是正せず、信頼関係を損なう状況となった場合は　甲または乙は本契約を解除できる。

第10　条（契約解除の特則）

.乙が、本件借地権者に対して業務委託事項書１項乃至5項に記載する売却、共同売却、借地権の買取り等の交渉を行うも、いずれの交渉も成立しない場合、本契約は白紙解約されるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第11条（特記事項）

乙が本件底地の買い取りを希望した場合、甲と乙とは本契約と同様の売買価額条件にて本件底地の売買契約を締結できるものとする。

第12条（管轄裁判所）
本契約にかかる紛争に関する訴訟は、本土地の所在地を管轄する地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
◎第12条（和解合意）
1.本契約に関して当事者に争いが生じたときは、当事者は裁判外の民間紛争解決手続きの利用の促進に関する法律に基づき、民間紛争解決手続により解決を図るものとし、当該解決のため一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断を依頼し、当該判断を最終のものとしてこれに従うものとする。
2.民間紛争解決手続に関する一切の事項は、一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構（http://www.jacmo.org/）の定める規則によるものとする。
3．前2項による民間紛争解決手続によっても、なお紛争解決に至らず、裁判手続に移行する場合、（当事者の一方）の住所地を管轄する地方裁判所を第1審の管轄裁判所とする。
第13条（規定外事項の協議義務）

本件契約条項に定めのない事項につき疑義が生じた時は、甲・乙共に誠意を持って、協議し解決するものとする。
　
以上の通り合意したので、その証として本契約書弐通を作成し、署名又は記名押印のうえ、各自壱通宛て所持する。

平成15年　　月　　日

(甲)　住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　印

（乙） 住　　所

名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　印

(立会人) 　住　　所

名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（別紙）

物件目録

《借地権負担付土地》
1.　　所　　在　：　
　　　地　　番　：　　　　
　　　地　　目　：　
　　　地　　積　：　　
（別紙1）

委託業務事項書

1.別紙物件目録に記載する借地権負担付土地（以下「本件土地」という）の売却。但し、坪単価165,000円（以下「業務委託価額」いう）以上にて売却。尚、業務委託価額とは、売買代金のうち、甲が受領する金員をいう。

2.本件土地に設定された借地権（以下「本件借地権）という）の買収交渉。但し、甲は買収資金の負担をしない。

3.本件借地権と本件底地との共同売却のための交渉。

4.本件借地権の本件底地との交換交渉。但し、交換比率等は乙が決定する。

5.2項、3項及び4項による所有権部分の売却又は本件底地の売却。

6.上記各項の業務遂行上、必要な契約書等の作成及び契約締結の代行。

７.上記各項に付帯関連する事項

（別紙2）

報酬支払書　

1.本件業務委託契約書に基づき、本件土地の各土地の売買代金（以下「成約価額」という）のうち、業務委託価額金165,000円(坪単価)を超える金員を乙の報酬とする。但し、成約価額が業務委託価額を下回った場合は成約価額の3％＋6万円（消費税別途）を報酬とする。

2.委託業務事項書5項に基づいて売却した所有権部分についても前項の規定を適用する。

3.甲は、本書に基づく報酬を、本件委託業務の履行に伴う、別紙物件目録各地毎の売買契約の完了時に1項の定めに従って、乙に支払う。

報酬事例
業務委託事業の結果、別紙物件目録1.の土地（40.42坪）が坪単価180,000円にて売却成約となった場合の報酬は下表の通りとなります。

	区分
	価額
	単価

	土地1売却成約価額
	金7,275,600円
	＠180,000円

	業務委託価額（仕切価額）
	金6,669,300円
	＠165,000円

	報酬事例
	606,300円
	-


